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1. 目的 

地震による広域的な建物被害予測では，震度などの地震動強度指標と建物強度に関係する建築年代や構造

種別の関係を現した建物被害関数が広く用いられている．建物被害関数は，過去の被害地震で得られた各地

の震度，被害調査，罹災証明などを用いて作成される．しかし，甚大な建物被害が発生した地震の多くは，

兵庫県南部地震などの内陸型地震によるものが多い．

そのため，2011年東北地方太平洋沖地震のような強震継続時間の長い地震動による建物被害予測への適用
には注意が必要と思われる．強震継続時間の長い地震動が構造物に作用する場合，衝撃的な揺れにより倒壊

する場合と，倒壊を免れても地震力が繰り返し作用することで，構造部材の損傷が拡大し，倒壊に至る可能

性が考えられる．前述したように，海溝型地震を対象とした建物被害予測においては，既存の被害関数では

強震継続時間の長い地震動を十分に考慮することが難しいと思われるため，建物被害予測結果が過小評価と

なる恐れがある．

 本研究では，継続時間の異なる地震動波形を用いて解析した結果 1)を基に，強震継続時間が建物被害に与

える影響について考察した．

2. 強震継続時間の指標 

本研究では，計測震度を指標とするため，計測震度の特徴から考えて，強震継続時間は最大加速度や卓越周

期の要因を強く含む指標であるVanmarcke and Lai2）による等価継続時間Tdを強震継続時間として定めて検討
した．式(1)に示すように等価継続時間(sec)は，地震動パワーPT (cm2/sec3)，最大加速度Amax(cm/sec2)により表
される．Tdは地震動パワーが等しい地震波でも，ピークが明瞭な地震波では継続時間が短い．反対に，振幅
の変動が緩やかでピークの見られない地震波では，Tdは長くなる傾向が見られる．
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3. 建物被害率の算出 

構造物の被害と強震継続時間の関係を示すために，川出1）は在来軸組構法の木造構造物について建築年代

別の最低基準耐力に合わせて壁部材の復元力モデルを定めている．この復元力モデルをもとに二階建ての木

造構造物の骨組みモデルを作成し，強震継続時間や計測震度の異なる119成分の地震動波形について時刻歴応
答解析を行い，曲げ破壊に至った割合と計測震度の関係を求めている．

本研究では，構造物の耐力が低く，強震継続時間の影響が大きいと考えられる1950年（昭和25年）の建築
基準をもとにした地震応答解析の結果を等価継続時間Tdの異なる5つのグループ（Tdが短いA・B，Tdが長いC・
D・E）に区分3)して，計測震度ごとに破壊に至った割合を求めた．

4. 建物被害関数の推定 

等価継続時間の各グループの計測震度と破壊率について，式(2)に示すロジスティック回帰で被害関数を推
定した．ここに，被害率Ｐは，計測震度Ｉ，係数a，bである．図-1に，3.で述べた5グループの計測震度と被
害率を整理し，各グループの被害関数を比較した結果を示す．被害率の値のばらつきは大きいが，Tdの違い
で被害率が異なる傾向を確認できる．
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5. 強震継続時間と被害率の関係 

強震継続時間の違いによる被害関数の補正を行うために，まず表-1に示すように，強震継続時間の違いに
よる被害率の回帰曲線から，同じ被害率の値になる各グループの計測震度を算定し，Tdが短いグループと長
いグループの計測震度の差を表した．

Tdの違いで計測震度を比較すると，同じ被害率になる計測震度は，Tdが短いグループ(A)とTdが長いグルー
プ(E)の計測震度差ΔIを比較するとΔI=0.15～0.21となっている．また，被害率の値が大きくなるにつれて，
ΔIも大きくなる傾向が見られる．次に，図-2に示すように，グループ(E)の被害率からグループ(A)の被害率
を引いた値について，計測震度に対する被害率を比較すると，計測震度5.4～5.5では，強震継続時間の違い
が被害率の大きな差として現れることがわかる．一方で，被害率が高くなる震度6強レベルでは，強震継続時
間による被害率の差が小さくなる傾向が確認できる．



6. 建物被害予測への適用 

本研究では，強震継続時間と被害率の関係を基に，既往の建物被害関数に強震継続時間の影響を簡易的に

適用する方法について考える．

前述のように，強震継続時間による差を計測震度の差として表した場合，計測震度が高い領域では被害率

と計測震度の差が相関しなくなることを考慮して，被害率の差が最大となる計測震度では計測震度の差分だ

け被害率を割り増し，被害率の差がほとんどなくなる計測震度での割増しが0となるようにした等価計測震度
を定義することとした．

強震継続時間の長いグループ(E)と短いグループ(A)の被害率の差は計測震度5.44で最大となることから，計
測震度5.44のときのグループ間の計測震度差は0.2
である．そこで、計測震度5.44の被害率として，計
測震度+0.2の被害率を当てはめる．次に，計測震度
6.0では被害率がほぼ100％に近いことから被害率の
差がないとして，計測震度6.0の被害率を適用する．
そして，これを内閣府4）で用いられた被害関数に

当てはめて，計測震度区間5.5～6.0においてもとの
被害関数の計測震度と等価な計測震度を表す関係式

を式(3)のように設定した．ここで得られたＩeqを内

閣府の被害関数に代入することで，補正した被害率

が算定される．
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Ｉeq：等価計測震度，Ｉ：計測震度

また，図-3に示すように，簡易的に内閣府の被害
関数を補正する場合は，等価計測震度をもとに算定

した結果から直線的に補間した式(4)のように計測
震度の関数を設定した．

59312950 .I.P  （5.5≦I＜6.0）  (4) 
P：全壊率，I：計測震度

7. 考察 

本研究において，建物の耐力を超える震度レベル

の力を受けた場合，衝撃力のみで倒壊する現象を被

害率の補正に取り入れる方法を示せた．使用した建

物の復元力モデルは建物の最低基準耐力をモデル化

した解析結果であることから，この補正は木造建物

の旧築年の最低基準の場合の補正と考えられる．し

たがって，このモデルより耐力がある建物の被害率

は，減少すると推測されることから，本研究の割増

しは，継続時間の影響を最大限見込んだ場合と考え

られる．また，川出ら1）の行った新しい建築年代の

被害率は継続時間の違いによる差はほとんどない結

果であったことから，建築年代が新しいものについ

ては継続時間の影響は僅かであると考えられること

から，建物被害率の補正は，旧築年のみに適用する

ことが妥当といえる．
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図-1 グループ別の被害関数 

表-1 グループ別の計測震度差

図-3 内閣府の被害関数の補正 

図-2 グループ(A)と(E)の被害率の差 
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Ｂ Td≦10.0 5.75 5.39 5.42 5.44 5.46 5.49 5.51 5.54 5.57 5.60 5.64 5.69
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Ｅ 20.0＜Td 24.73 5.28 5.30 5.32 5.34 5.37 5.39 5.41 5.44 5.47 5.51 5.56
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